
 

  

 

 

 

 

資 料 １ 

令和３年１２月２２日

新潟県防災局原子力安全対策課

令和３年度 新潟県原子力防災訓練について

１ 目 的

（１）新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）に基づき、国、県、市町村及び防災関係

機関の相互の連携による防災対策の確立及び防災業務関係者の防災技術の習熟を図

る。

（２）住民の参加により、新潟県原子力災害広域避難計画の検証及び原子力災害発生時の

避難対応力の向上を図るとともに、原子力防災に対する理解の向上を図る。

２ 実施日

（１）本部運営訓練等

令和３年 11 月９日（火）

（２）学校等における児童の保護者への引渡し訓練

令和３年 11 月 11 日（木）

（３）住民避難訓練等

令和３年 11 月 13 日（土）

３ 参加人数

約 181,500 人（３日間の延べ人数）

【内 訳】

区 分 人 数 

70 機関 県、市町村、内閣府、原子力規制庁、

自衛隊、第九管区海上保安本部、

北陸地方整備局、北陸信越運輸局、 

新潟気象台、東京電力 等

約 700 人

避難・一時移転等訓練参加住民

（柏崎市、刈羽村、長岡市、小千谷市、十日町市）

約 800 人

屋内退避訓練対象住民

柏崎市、長岡市、上越市、小千谷市、十日町市、

燕市、見附市、出雲崎町のＵＰＺ全域又は一部地域

約 180,000 人

４ 訓練想定

柏崎市、刈羽村等で震度６強の地震が発生し、唯一運転中の柏崎刈羽原子力発電所７

号機において、原子炉が自動停止。炉心冷却機能の一部が喪失し施設敷地緊急事態とな

り、さらに同機能が喪失し、全面緊急事態となる。

その後、炉心が損傷し、放射性物質が放出され、一時移転が必要な空間放射線量率の

上昇が認められた状況になる。 
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５ 訓練内容

県庁、柏崎刈羽原子力防災センター、市町村、県内各訓練会場において、以下の訓練

を実施。

11 月９日に実施した本部運営訓練等においては、今年度は、訓練参加者にシナリオの

一部を事前に伝えない状況付与型（ブラインド）訓練や、新たに、内閣府の物資調達・

輸送調整等支援システムを活用した備蓄物資や輸送調整等の手順の確認等を実施しま

した。 

11 月９日、11 日、13 日に実施した住民避難訓練等においては、今年度は、これまで

の訓練項目に加え、避難所等において、顔認証による住民受付の効率化を試験的に実施

したほか、県ハイヤー・タクシー協会との協力協定に基づいた福祉タクシー車椅子利用

者の搬送手順の確認や、船舶の接岸が困難な地域を想定した自衛隊の大型エアクッショ

ン艇による避難訓練を新たに実施しました。

（１）11 月 9 日（火） 本部運営訓練等 

① 県災害対策本部等運営訓練 

② 現地災害対策本部運営訓練 

③ 緊急時通信連絡訓練 

④ 緊急時モニタリング訓練 

⑤ 道路啓開訓練

（２）11 月 11 日（木） 学校等における児童の保護者への引渡し訓練 

⑥ 学校等における児童の保護者への引渡し訓練 ※ 一部の会場は、９日（火）に実施

（３）11 月 13 日（土） 住民避難訓練等 

⑦ 放射線防護対策施設の屋内退避訓練 ※ 一部の会場は、11 日（木）に実施 

⑧ ＰＡＺ内住民の避難訓練 

⑨ ＵＰＺ内住民の屋内退避訓練 

⑩ ＵＰＺ内住民の一時移転訓練 

⑪ 物資搬送訓練 

⑫ 安定ヨウ素剤緊急配布・予防服用訓練 

⑬ スクリーニング・簡易除染訓練 

⑭ 交通規制訓練 

⑮ 広報活動訓練
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 資 料 ２ 

ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態及び全面緊急事態における対応について（案） 

ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態及び全面緊急事態における対応については、【第７回

作業部会（令和元年８月 27 日開催）、並びに第 10 回作業部会（令和２年 11 月９日

開催）】において議論されてきた。今回はこれらのうち進捗があった項目について報

告する。 

Ⅰ．PAZ 内の敷地施設緊急事態における対応について 

１．ＰＡＺ内の在宅の避難行動要支援者への対応 

① 支援者の同行により避難可能な者は、避難先へ移動。 

② 無理に避難すると健康リスクが高まる者等は、避難に必要な体制が整うまで、

放射線防護施設内で屋内退避。 

 在宅要支援者の支援者及び避難手段の確保等が必要。

⇒「柏崎市及び刈羽村の PAZ 内の在宅の避難行動要支援者への対応」を整理。 

⇒PAZ 内の在宅の避難行動要支援者の避難手段として、「原子力災害時における人員

の輸送等に関する協定（令和２年 10 月 14 日、新潟県・公益社団法人新潟県バス

協会）」を締結。

⇒PAZ 内の在宅の避難行動要支援者の避難手段として、「原子力災害時における人員

の輸送等に関する協定（令和３年 11 月５日、新潟県・一般社団法人新潟県ハイヤ

ー・タクシー協会）」を締結。（別紙参照） 

２．施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力 

 想定対象人数、必要車両台数及び種類（バス、ストレッチャー車、車椅子仕

様）の把握が必要。

⇒在宅の避難行動要支援者、社会福祉施設の入所については、避難先施設を決定し

た上で、福祉車両の運行計画を整理。

⇒福祉車両の運行については、まず、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者及びその

支援者が、東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）が配備した車両で放射線防護対策施設へ移

動し、次に、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まらない者及びその支援者が、自施設

で所有する福祉車両や東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）が配備した福祉車両（車椅子仕

様）で避難する。
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＜柏崎市において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力＞ 

＜刈羽村において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力＞ 

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値。 

※2 ﾊﾞｽは 1 台あたり 45 人程度、福祉車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様）は 1 台あたり 1～2人、福祉車両（車椅子仕様）は

1台あたり 1～6人の乗車を想定。
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